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(57)【要約】
【課題】遠隔顧客側で稼動する機械を集中的に監視し、
顧客に適切なサポートを提供する方法を提供する。
【解決手段】方法は、顧客側において各工程段階に対す
る情報を含む機械稼動情報を収集することと、各機械に
対して収集された機械稼動情報を中央で分析することを
含む。その後、各機械に対する分析に基づく対策案が顧
客に提示され、この対策案が実施される。この方法はま
た情報を常時収集し、導入された機械の効果をチェック
すると共に対策案の効果を実証する。
【選択図】図８
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　遠隔顧客側で稼動する複数の機械を集中的に監視して、顧客に適切なサポートを提供す
る方法であって、
　前記顧客側における各工程段階に対する機械稼動情報を収集し、
　前記複数の機械のうちの１つに対して収集した前記機械稼動情報を中央で分析し、
　分析に基づいて顧客に対策案を提案し、
　前記対策案を実施し、
　情報を常時収集して導入された前記機械の効果をチェックし、前記対策案の効果を実証
すること含む、方法。
【請求項２】
　機械導入前の機械の状態を調査することをさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　従来の情報に基づいて増加利益を提示することをさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記分析が、製品のアップグレード後の製造時間を前記製品の目標製造時間と比較する
ことをさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記分析が、新規に導入した機械の性能を目標機械性能と比較することをさらに含む、
請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記分析が、新規に導入した機械での製品加工時間を、前記製品に対する周知の平均化
工時間と比較することをさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記分析が長期的傾向の分析をさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記機械稼動状況情報が、機械加工日誌、前記稼動機械の画像情報、保守履歴、及び購
入部品の履歴を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　新規機械を導入する方法であって、
　各工程段階に対する情報を含む、遠隔地に導入された前記機械の機械稼動状況を頻繁に
記録し、
　前記記録した情報を中央で分析し、
　分析によって見出された問題を解決するべく新規製品又はサービスの少なくとも一方を
提案し、
　前記新規製品を直ちに発注し、
　新規製品を発送した後、導入の効果を常時監視することを含む、方法。
【請求項１０】
　遠隔地に導入された機械の保守を行う方法であって、
　各工程段階に対する機械稼動状況を頻繁に記録し、
　収集された情報を分析し、
　分析によって見出された問題を解決するべく機械の保守又は部品を提案し、
　前記問題を解決する部品を直ちに発注及び発送し、
　前記問題及び対策案を顧客に報告し、
　前記問題が解決されたことを実証するべく前記機械を常時監視することを含む、方法。
【請求項１１】
　前記問題が、機械稼動状況の履歴に基づいて予測された問題を含む、請求項１０に記載
の方法。
【請求項１２】
　前記問題が、前記機械稼動状況によって示される性能の低下から見出される従来の問題
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を含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１３】
　新規機械類のアップグレード又は新規機械類の導入の少なくとも一方に関するサポート
を顧客に提供するシステムであって、
　各々が顧客側に配置される監視対象の複数の機械と、
　前記機械を監視する稼動情報収集監視システムと、
　前記稼動情報収集監視システムから、各工程段階に対する情報を含む情報を受信し、前
記情報を分析のために記録するコールセンターと、
を含む、システム。
【請求項１４】
　前記コールセンターと通信する複数のポータブルデバイスをさらに含み、前記ポータブ
ルデバイスが営業マン又はサービスマンによって操作される、請求項１３に記載のシステ
ム。
【請求項１５】
　前記分析がアップグレード前の製品の製造時間を、前記アップグレード後の前記製品の
製造時間と比較することをさらに含む、請求項１３に記載のシステム。
【請求項１６】
　前記分析が、新規導入した機械の性能を古い機械の性能と比較することをさらに含む、
請求項１３に記載のシステム。
【請求項１７】
　前記分析が、新規に導入した機械での製品の加工時間を、前記製品に対する周知の平均
化工時間と比較することをさらに含む、請求項１３に記載のシステム。
【請求項１８】
　前記情報が、機械稼動日誌、及び前記稼動機械の画像情報を含む、請求項１３に記載の
システム。
【請求項１９】
　前記ポータブルデバイスのうちの１つが、工程の開始の表示を前記コールセンターに送
信することによって、前記工程の各段階に対する情報を収集し、前記工程が終了すると、
前記工程の終了の表示を前記コールセンターに送信する、請求項１４に記載のシステム。
【請求項２０】
　前記コールセンターが前記分析に基づいて提案を作成し、前記提案が顧客に提示される
、請求項１３に記載のシステム。
【請求項２１】
　顧客サポートの方法であって、基準作業工程による対象部品の基準作業時間を算出する
ステップと、
　前記顧客の実作業工程による前記対象部品の実製造工程から得られる実績作業時間を収
集するステップと、
　前記基準作業時間を基準コストに変換するステップと、
　前記実績作業時間を実績コストに変換するステップと、
　前記実績コストを前記基準コストと比較して増加利益を算出するステップと、
を含む、方法。
【請求項２２】
　前記増加利益に基づいて対策案を前記顧客に提案するステップをさらに含む、請求項２
１に記載の方法。
【請求項２３】
　前記提示するステップにおいて、前記増加利益がプラスである場合に、前記システムは
前記実作業工程を前記基準作業工程に変更するように、顧客の工場に設けられたディスプ
レイにより前記顧客に提案する、請求項２２に記載の方法。
【請求項２４】
　前記実績作業時間収集ステップにおいて、顧客の工場に導入された機械の数値制御シス
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テムで前記実績作業時間が自動的に取得される、請求項２１に記載の方法。
【請求項２５】
　前記実績作業情報収集ステップにおいて、前記実績作業時間の一部を作業者が手動で取
得し、前記作業者が前記顧客の工場に導入された前記機械の前記数値制御システムに前記
情報データを入力する、請求項２４に記載の方法。
【請求項２６】
　顧客サポートシステムであって、
　各々が各顧客の工場に配置される複数の監視対象の機械と、
　それぞれの前記機械に設けられた複数の数値制御システムと、
　基準作業工程を生成し、基準作業時間を算出する自動ＣＡＭコンポーネントと、
　前記機械による実際の製造から実際に得られた実作業情報を利用して、各部品の実績コ
ストを算出すると共に、前記基準作業時間を利用して各部品の基準コストを算出する仮想
工場管理システムと、を含み、
　前記仮想工場管理システムが前記基準コストを前記実績コストと比較する、システム。
【請求項２７】
　前記仮想工場管理システムから受け付けた前記基準コスト及び前記実績コストを分析す
るコールセンターをさらに含み、
　前記コールセンターが、前記顧客の工場に設けられたディスプレイにより前記顧客に前
記分析を提示する、請求項２６に記載のシステム。
【請求項２８】
　前記実作業情報が実績作業工程と実績作業時間を含む、請求項２６に記載のシステム。
【請求項２９】
　前記実績作業工程の前記情報が、前記数値制御システムにおいて自動的に取得される、
請求項２６に記載のシステム。
【請求項３０】
　前記実績コストを前記基準コストと比較することによる分析で増加利益がプラスである
場合に、前記システムは前記実績作業工程を前記基準作業工程に変更するように、前記仮
想工場管理システムに設けられた前記ディスプレイにより前記顧客に提案する、請求項２
７に記載のシステム。
【請求項３１】
　前記実作業情報の一部を作業者が手動で取得し、前記作業者が前記数値制御システムに
前記情報データを入力する、請求項２６に記載のシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は顧客サポートの分野に関する。より詳細には、本発明は顧客の施設に導入され
ている機械類の監視及びサポートに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の顧客サポートシステムでは、情報を手動で収集することが必要である。従って、
情報をリアルタイムに分析することができない。
【０００３】
　導入された機械を常時監視する自動監視システムを有することが望ましい。かかるシス
テムによって、導入された機械類のサポートが簡便化されると共に、機械の効果が保証さ
れる。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　前述の事象を鑑み、本発明は、導入された工作機械を常時監視することに関する。
【０００５】
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　従って、本発明の１つの目的は、増加利益を得るために利用する機械を変更する方法を
、工場が容易に把握できる顧客サポート方法及び顧客サポートシステムを提供することで
ある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上述の目的を達成するために、本発明の第１の態様は、遠隔顧客側で稼動する機械を集
中的に監視して、顧客に適切なサポートを提供する方法を提供する。かかる方法は、顧客
側における各工程段階に対する機械稼動情報を収集することを含む。かかる方法はまた、
機械のうちの１つに対して収集した機械稼動情報を中央で分析することを含む。かかる方
法は、分析に基づいて顧客に対策案を提案し、この対策案を実施することをさらに含む。
情報を常時収集して導入された機械の効果をチェックし、対策案の効果を実証する。また
、かかる方法は、機械導入前の機械の状態を調査することを含む。一実施形態では、従来
情報に基づいて増加利益のための提案を行う。機械稼動状況情報としては、機械加工日誌
、稼動機械の画像情報、保守履歴、及び購入部品の履歴等が挙げられる。
【０００７】
　かかる分析は、アップグレード後の製品の製造時間を製品の目標製造時間と比較するこ
とを含み得る。かかる分析はまた、新規に導入された機械の性能を古い機械の性能と比較
することを含み得る。かかる分析は、新規に導入された機械における製品の加工時間を、
製品の周知の平均加工時間と比較することをさらに含み得る。かかる分析はまた、長期的
傾向を分析することを含み得る。
【０００８】
　本発明の別の態様は、新規機械を導入する方法を提供する。かかる方法は多くの場合、
遠隔地に導入された機械の各工程段階の情報をはじめとする機械稼動状況を記録し、この
記録された情報を中央で分析することを含む。この方法は、分析を通して見出した問題を
解決する新規製品又はサービスの少なくとも一方を提案し、新規製品を直ちに発注するこ
とをさらに含む。新規製品の納品後、導入の効果を常時監視する。
【０００９】
　本発明のさらに別の態様は、遠隔地に導入された機械を保守する方法を提供する。かか
る方法は頻繁に、各工程段階に対する機械の稼動状況を記録して、収集した情報を分析す
ることを含む。かかる方法はまた、分析を通して見出した問題を解決する機械の保守又は
部品を提案し、問題を解決する部品を直ちに発注して納品することを含む。その問題及び
対策案は顧客に報告され、機械は問題が解決されたことを実証するべく常時監視される。
かかる問題は機械稼動状況の履歴に基づいて予測される問題を含み得る。かかる問題はま
た、機械稼動状況が示す性能の低下から検出される従来の問題であり得る。
【００１０】
　本発明のさらに別の態様によれば、システムはアップグレードした新規機械類又は新規
に導入された機械類の少なくとも一方の顧客サポートを提供する。かかるシステムは、そ
れぞれ顧客側に配置される監視対象の機械と、機械を監視する稼動情報収集監視システム
とを含む。かかるシステムはまたコールセンターを含み、かかるコールセンターは、稼動
情報収集監視システムから、各工程段階に対する情報をはじめとする情報を受信して、か
かる情報を分析のために記録する。かかるコールセンターは、分析に基づいて提案を作成
し、その提案を顧客に提示する。一実施形態では、情報は機械加工日誌と稼動機械の画像
情報を含む。
【００１１】
　かかる分析は、アップグレード後の製品の製造時間を、製品の目標製造時間と比較する
こと、新規に導入された機械の性能を古い機械の性能と比較すること、又は新規に導入さ
れた機械における製品の加工時間の少なくとも一方を、製品の周知の平均加工時間と比較
することを含む。
【００１２】
　さらに別の実施形態において、システムはコールセンターと通信するポータブルデバイ
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スを含み、このポータブルデバイスは営業マン又はサービスマンによって操作される。ポ
ータブルデバイスの中には、加工開始の指示をコールセンターに送信することによって、
加工の各段階に対する情報を収集し、加工が完了した際に、コールセンターに加工終了の
指示を送信するものもある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下の詳細な記載では、添付の図面を参照し、本発明の好適な実施形態の非限定的な例
を用いて、本発明をさらに詳細に説明する。なお、図面を通して同様の部分には同じ参照
番号を付して示す。
【００１４】
　本発明による製品の処理方法の実施形態と、この方法に使用される上部金型及び下部金
型に関して、以下に詳細に記載する。
【００１５】
　まず、本発明は導入された機械類を常時監視することによって、導入された機械類の集
中型サポートを行うことが可能なシステムに関する。
【００１６】
　システムは、顧客の機械稼動状況を正確に把握し、稼動中に記録した情報に基づいて製
品及びサービスの提案を行う。
【００１７】
　本発明の目的は、導入前と導入後のコストの比較に基づいて、導入された機械の効果を
顧客に説明することである。
【００１８】
　本発明の別の目的は、計画上の効果を確認するまで、機械の稼動を常時監視し、サポー
トすることである。
【００１９】
　本発明の別の目的は、稼動する機械を常時監視して、例えば消耗品のサポート、検討、
及び取替え等の保守サービスを提案することである。
【００２０】
　さらに本発明の目的は、稼動機械を監視して問題を見出し、それに対する対策案を提案
することである。
【００２１】
　このように、本発明は顧客の状態を常時正確に認識し、計画した目標を達成するまで適
切な提案とサポートを行う。
【００２２】
　本発明の一態様では、機械ホームドクタ（ＭＨＤ)チームがシステムの稼動とサポート
の役割を担う。このチームは営業マンとサービスマンとで組織できる。
【００２３】
　図１を参照すると、サポートシステムの一例が示してある。工作機械１０は顧客側に導
入可能である。一実施形態では、工作機械１０同士はネットワークで繋がれている。機械
は通信手段を用いて稼動情報収集監視システム１２に接続する。稼動情報収集監視システ
ム１２は、通信手段を用いて工場に導入された機械から情報を常時収集し、監視する。稼
動情報収集監視システム１２は、収集した機械稼動情報を一定時間ごとにコールセンター
１４に送る。稼動情報収集監視システム１２はまた、機械１０に設けられたカメラを用い
てコールセンター１４に画像情報を送信する。緊急の場合には、稼動情報収集監視システ
ム１２は、電子メール又は電話にてコールセンター１４に自動的に通知する。
【００２４】
　コールセンター１４は各顧客に対する情報を受信して格納する。一実施形態では、この
情報は顧客名及び工作機械名に基づいて格納される。得られた（保存された）製品情報、
機械稼動情報、及び製造情報を記録するために、データサーバを設けることができる。
【００２５】
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　コールセンターにおいて受信される情報の一例として、稼動情報収集監視システム１２
から受信された機械稼動情報及び画像情報データが挙げられる。例えばＭＨＤチームのサ
ービスマン又は営業マンの少なくとも一方が保有するパソコン又は携帯電話等のＭＨＤデ
バイス１６からは、他の情報も受信することができる。ＭＨＤデバイス１６から受信され
る情報として、例えば質疑応答等の顧客への対応、又は画像情報の少なくとも一方の他、
情報に関連するタイムスタンプが挙げられる。
【００２６】
　サービスマン又は営業マンが保有するＰＣは、例えば顧客の作業情報及び要求等の顧客
情報データを入力、編集、及び表示することができる。ＰＣはまた、機械の稼動情報を分
析した上で、顧客に対してサービスを提供すると共に、製品を提案することもできる。一
実施形態では、マサチューセッツ州コンコードのＳｏｌｉｄＷｏｒｋｓ　Ｃｏｒｐｏｒａ
ｔｉｏｎから入手できるＰａｒｔ ＮａｖｉｇａｔｏｒをＰＣに搭載することで、サービ
スマン又は営業マンの少なくとも一方は、現場にいながら部品を簡単迅速に発注すること
ができる。この場合、Ｐａｒｔ Ｎａｖｉｇａｔｏｒのソフトウェアは、発注機能と部品
を保存するデータベースへのアクセスを含むように変更される。
【００２７】
　サービスマン又は営業マンが保有する携帯電話は、サービス情報とタイムスタンプを入
力、記録、及び送信することができる。携帯電話はまた、写真等の画像情報を記録、送信
することも可能である。稼動情報収集監視システム１２が動作不能又はセットアップでき
ない場合には、携帯電話によって顧客の機械稼動情報を手動で記録、送信することができ
る。携帯電話を使用することで、サービスマン又は営業マンの少なくとも一方は、部品コ
ードによって迅速に部品を発注することができる。
【００２８】
　サービスマンと営業マンをサポート及び管理するために、サービス拠点１８を設けても
良い。サービスマン及び営業マンは、携帯電話又はＰＣによってサービス拠点１８と通信
することができる。
【００２９】
　本発明の一態様によれば、図２に示す顧客サポートシステムを顧客サポート工程におい
て利用することができる。まず、Ｓ１０において機械情報が収集される。この情報は収集
された後にステップＳ１２において分析される。最後に、提案を提示されることができる
。代替的又は追加的に、Ｓ１４において対策案が提示されることができる。工程は連続的
に繰り返される。以下において、全体的な工程の各ステップを、より詳細に記載する。
【００３０】
　収集できる顧客情報の例を記載する。 顧客情報として実機械加工データが挙げられる
。この機械加工データは監視される機械特有のものであり、例として、一日当りの異なる
アイテムの製造数、一日当りの同一アイテムの製造量、一日当りのヒット数、一日当りの
処理時間（セットアップ時間は除く）、及び一日当りに処理される材料の量等が挙げられ
る。
【００３１】
　実際の製造情報は、製造される製品の部品情報に基づいて収集される。情報の例として
は、製品にかかる製造時間、製品の製造コスト、及び部品を製造する間の機械の履歴等が
ある。履歴は、稼動、段取り、待機、休止（アラームによる）、及び停止等にかかった時
間を示すことができる。図３は、機械の履歴の一例を示す。
【００３２】
　他の顧客情報は、工場の全体的な分析に基づく。全体的な分析が、機械の稼動中心とな
ることは言うまでもない。例えば導入された曲げ機の場合、顧客がどのようにソフトウェ
アを使用して曲げ情報を得るかが重要である。従って、使用されるソフトウェアとそのソ
フトウェアの使用期間、３Ｄモデルが使用されたかどうかや、使用された金型、曲げ機に
よって実行された曲げ数等を、記録することができる。
【００３３】
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　他の顧客情報は図形を含み得る。例えば、最終的な製品又は欠陥のある場所等の写真を
撮影することができる。開発部門に送られる顧客の要求、クレーム、及び情報等の質疑応
答情報も、保守履歴及び部品取替え履歴と同じように顧客情報の一部である。
【００３４】
　機械稼動情報は、稼動情報収集監視システム１２によって収集されることが好ましい。
ただしシステムが利用できない場合には、手動で収集を行うことができる。この場合には
、ＭＨＤデバイス１６を使用して、特定の部品の製造時間を収集することができる。
【００３５】
　図４に示すように、収集工程はいくつかのステップを含む。まず、最初の工程段階はス
テップＳ２０に設定される。一実施形態では、次の工程段階を使用して部品の製造時間を
測定する：展開図の作成；板金検査；板金が原図面に基づく展開図と同じかどうかの二重
チェック；板金製造の実証；曲げ金型順の選択；Ｌ／Ｄ値等の曲げ機械情報の選択；曲げ
工程情報の作成；機械段取り；機械及び金型の段取り；試し曲げの実施；曲げ型の検討。
【００３６】
　工程段階を設定した後、ステップＳ２２においてＭＨＤ１６はコールセンター１４と接
続し、工程の開始を示す。その後、ステップＳ２４で処理が行われる。工程が完了すると
、ＭＨＤデバイス１６はステップＳ２６において工程の終了を示す。次いで、ステップＳ
２８において更に処理段階が存在するかどうかが判断される。更に処理段階が存在する場
合には、工程はステップＳ２０に戻り、次の工程段階を繰り返す。更なる処理段階が存在
しない場合には、ステップＳ３０において画像情報を記録、送信した後、工程が終了する
。
【００３７】
　収集された製造時間の一例を示すディスプレイを図５に示す。図５の例では、展開図作
成所要時間５０分（時／６０）、板金検査処理所要時間２０分（時／６０）、二重チェッ
ク所要時間１９分（時／６０）、板金工程実証所要時間１０分（時／６０）、曲げ順及び
金型選択所要時間１５分（時／６０）、Ｌ／Ｄ値選択所要時間５分（時／６０）、機械段
取り所要時間１０分（時／６０）、試し曲げ所要時間５分（時／６０）、検討時間１０分
（時／６０）、となっている。 従って、総時間は１３５分であった（２時間１５分）。
図５はまた、各工程段階にかかった時間のパーセンテージを示す棒グラフを含む。
【００３８】
　ステップＳ１２の分析について、以下でさらに詳細に説明する。
【００３９】
　各工程段階の時間を収集した後、各工程段階を分析することによって、製品の製造にか
かる時間を評価することができる。収集された機械稼動情報は、種々の目的に利用するこ
とができる。例えば、各個別の段階の効率を評価し、各段階にかかる時間に基づいて問題
を提起することができる。
【００４０】
　かかる分析では、各個別の段階の実績を分析することはできても、全体的な製造コスト
及び効率に関する値が限定されない。例えば、第１段階の効率を上げるために新規装置を
設けることで、第２段階にかかる時間が間接的に減少する可能性がある。この場合、第１
段階を完了する時間が導入前の時間より長くなったとしても、第１段階の完了時間の増加
よりも間接的な効率の向上に重きを置くことで、全体的な製造時間が減少することになる
。従って、新たな導入／アップグレードの効果は、全段階で評価される。
【００４１】
　さらに、各段階の持続時間をもとにして全体的な製造コストを計算し、これを顧客に目
標実績として提供することができる。即ち、製品に対する製造コストは、各工程段階のコ
ストの合計である。
【００４２】
　本発明の実施形態では、いくつかの異なるタイプの分析を行う。機械、製品、時間、履
歴情報、及び傾向に対する分析を行うことができる。各分析のタイプについて、ここでよ
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り詳細に説明する。
【００４３】
　本発明のシステムは常時情報の収集を行い、新たに導入する機械の稼動実績を元の機械
の稼動実績と比較し、その効果を実証することによって、機械の分析を行う。より重要な
こととして、機械を分析する際には、新たに導入する機械の稼動実績と目標値が比較され
る。このような比較を行うことで、例えば導入によって稼動が円滑に行われることの保証
や、予想外の実績を生じること等、大きな利益がもたらされることになる。導入後の実績
が目標実績より劣っている場合には、本発明は目標実績を達成する一助となるサポートの
提供を行う（例えば、ＭＨＤ、顧客サポート等）。例えばソフトウェアのアップグレード
等の改良前と改良後の機械を分析することもできる。
【００４４】
　図６Ａは機械分析の一例を示す。導入前は一日当りの製造品目数が４３個しかなかった
ことが分かる。導入後は、一日当りの製造品目数が８１個であるが、製造目標は１００品
目／日である。同様に導入前は、生成数７６個／日、ヒット数１１，８２４／日、処理時
間７．６時間／日、処理素材量０．７トン／日であった。導入後は、生成数１５８個／日
、ヒット数２０，５３２／日、処理時間９．８時間／日、処理素材量１．４トン／日であ
った。
【００４５】
　目標値は、生成数１８０個／日、ヒット数２５，０００／日、処理時間１０時間／日、
素材量１．６トン／日である。図６Ａの例では、導入後は稼動情報収集監視システム１２
によって自動的に情報が収集されるのに対し、古い機械からの情報は顧客への問い合わせ
によって収集される。目標値には、顧客の製造方法における機械の生成能力のコンサルタ
ントによる評価；時間分析アルゴリズムから導かれる固定値；又は同一の導入された機械
によって製造される類似部品の製造時間等が含まれる。時間分析情報は、製造ソフトウェ
アによって提供されるシミュレーションから得られる。例えばシミュレーションにより、
製造工程で使用される工程段階を実証することができる。従って、ユーザは各段階にかか
る時間に基づいてシミュレーションで製造時間を計算（時間分析）することができる。
【００４６】
　図６Ａを再度参照すると、導入後の各実績が目標値に届かないため、欠点を軽減又はな
くすように更に顧客にサポートを提供する。図６Ａは導入前、導入後、及び最終目標の値
を示すが、導入前と導入後の値を示す図６Ｂ、又は導入後と最終目標の値を示す図６Ｃも
提供することができる。
【００４７】
　収集された情報に基づく製品分析を使用して、例えば顧客の主要製品等の製品の製造に
かかる時間を評価することができる。製品分析は、改良前、改良後、及び目標値に対する
製品製造時間の効果を比較して実証する。機械分析と同じように、製品分析は、目標値を
考慮しながら、新規機械の導入前と導入後の製造時間の効果を実証するべく、２つの異な
る機械を比較することができる。製品分析では、目標値と比較することによってアップグ
レードの効果を実証するべく、改良前と改良後の同一機械の性能を比較することができる
。
【００４８】
　図７Ａは製品分析の結果を示す。図７Ａでは、古い機械を用いた製品の製造所要時間が
６０分であるのに対し、同じ製品を新規の機械を用いて製造した場合の所要時間はわずか
４６分であった。目標時間は３７分である。従って、製品の製造にかかる余分な時間を減
少／又は削減するように顧客にサポートを提供する。より詳細な時間分析図を図７Ｂ及び
図７Ｃに示す。図７Ａは導入前の値、導入後の値、及び最終目標の値を示すが、導入前と
導入後の値を示す図７Ｂ、又は導入後の値と最終目標の値を示す図７Ｃを提供することも
できる。
【００４９】
　新規に導入された機械の処理時間が本来あるべき値であるかどうかを確認するため、機
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械の製造業者が把握している機械の平均処理時間に基づいて、時間分析を行うことができ
る。時間分析は通常、特定の製品に関して行う。機械稼動性能（例えば、平均稼動時間数
又はヒット時間数）を予報される基準性能と比較することができる。さらに、製品の製造
時間を（機械の製造業者が編集した情報に基づいて）製品の基準製造時間と比較すること
ができる。
【００５０】
　履歴による情報分析を使用して、例えば消耗品の取替え等の次回の保守時期を履歴保守
情報に基づいて企画提案することができる。即ち、使用時間１２時間毎に金型をチェック
し、使用時間３０時間毎に取替えを行う必要があることが分かっている場合には、金型の
使用の履歴を有することによって、システムは次のチェックと保守時期がいつであるのか
を顧客に知らせることができる。例えば、監視によって１０時間にわたって金型を使用し
たことが示される場合には、その２時間後に金型をチェックする必要があることを、顧客
に知らせることができる。
【００５１】
　最終的に、機械のアップグレード／取替えによる、予報された改良が正確なものであっ
たかどうかを実証するべく、傾向分析を行うことができる。機械の稼動性能の傾向は、長
期にわたる情報を常時記録することによって知ることができる。例えば平均生産量の低下
等の問題の発見に、傾向分析を役立てることができる。例えば、低下の傾向があるという
ことは、保守が必要であることを示唆している。
【００５２】
　ステップＳ１４に示すように、顧客サポート工程の最終ステップでは、提案の提示又は
対策案の提供の少なくとも一方を行う。
【００５３】
　顧客の従来の稼動状況の分析に基づいて、増加利益に対する提案を顧客に提示すること
ができる。すなわち、提案においては、導入コストを考慮した上で新規機械の導入によっ
て顧客の増加利益がどの程度になるかが示される。
【００５４】
　提案を作成するために、顧客の選択と工場の診断が行われる。次に、顧客の製造機械、
製品品目、及び生成量に基づいて顧客ファイルを作成し、利益増加を識別する。その後従
来の機械性能を検討する。上述したように、顧客の主要製品を用いた各段階における製造
時間を測定する。最終的に、利益増加の可能性があるかどうかについて、顧客と議論する
。顧客が提案に関心を寄せた場合には、顧客を取引対象とする仮契約に署名が行われる。
提案された増加利益が生じないか、又は許容できない場合、顧客は仮契約に基づき新規機
械を返還することができる。
【００５５】
　仮契約への署名が行われた後、導入工程が実施される。一実施形態では、導入工程には
機械の配送の前に導入前ミーティングと導入前トレーニングが含まれる。機械が導入され
た後、稼動が試行され、導入後トレーニングが行われる。
【００５６】
　機械を導入した後、上述のように提示された利益の達成を保証するべく、新規機械に対
するサポートが行われる。サポートは新規機械が１００％の時間稼動するかどうか、そし
て提示した増加利益目標が達成されるかどうかを実証する。提案された増加利益の達成が
実証されると、最終的な正式契約書に署名が行われ得る。増加利益が達成されなければ、
顧客は仮契約に基づき、新規機械を返還することができる。販売（機械の導入）が成功す
れば、その旨を報告できる。
【００５７】
　工程の最終段階では、保守等の対策案を提供することを含み得る。例えば、部品の取替
え又は保守を提案、又は保守の報告の生成の少なくとも一方が可能である。
【００５８】
　機械稼動情報を周期的に分析するため、機械の性能をチェックすることができる。実績
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は顧客に報告されることができ、問題がある場合には、対策案を提案することができる。
例えば、休止時間／アラームが数多く検出される場合には、欠陥部品を見出すことができ
る。従って、部品の取替え又は保守が必要となり得る。
【００５９】
　保守サービスを提供することもできる。例えば部品が破損している場合には、破損した
状態を画像記録することができる。ＭＨＤチームが問題を解決できない場合には、画像情
報をサービス拠点１８に送ると、サービス拠点１８がこれに対応してアドバイスすること
ができる。
【００６０】
　一実施形態では、画像情報を修理後に記録して、サービス作業報告を作成する。サービ
ス作業を行った後には、顧客に対する報告を行うべきである。
【００６１】
　本発明によれば、消耗品及び部品の発注を簡便化できる。サービス又は部品を発注した
場合には、その日付を記録することが好ましい。部品コードが明確である場合には、部品
は携帯電話で発注することができる。部品コードが明確でない場合には、機械の図面に基
づいて部品番号を配置したソフトウェアアプリケーションを利用して、部品を発注するこ
とができる。
【００６２】
　このように、本発明は顧客側で稼動する機械を監視し、適切なサポートを顧客に提供す
る。本発明は顧客側で機械の状態を把握し、その情報を中央で有効に利用して製品の提案
を提供する。一実施形態では、アップグレード／導入の以前と以後の機械の状態を調査す
る。本発明は導入する機械の効果をチェックするために常時機械を監視する。
【００６３】
　新規機械を導入する段階として、機械稼動状況を頻繁に記録し、収集した情報を分析し
、分析によって見出された問題を解決するべく新規製品を提案し、新規製品を直ちに発注
することが挙げられる。新規製品を発送した後、導入の効果を常時監視する。
【００６４】
　（予防保守を含む）保守としては、機械稼動状況を頻繁に記録し、収集した情報を分析
し、分析によって見出された（又は予報される）問題を解決するべく機械の保守又は部品
を提案し、問題を解決する部品を直ちに発注・発送し、問題及び提案を実証して顧客に報
告し、問題が解決されたことを実証するべく機械を常時監視することが挙げられる。
【００６５】
　一実施形態では、常時収集分析される情報として、機械稼動日誌、稼動機械の画像情報
、顧客に関連した質疑応答、保守履歴、及び購入部品の履歴等が挙げられる。
【００６６】
　従って、顧客の機械を集中管理することが可能となる。従って、顧客に対する提案を行
うことができ、機械の効果をチェックすることができる。このように、完全な顧客サポー
トが提供される。
【００６７】
　ここで図８から図２５を参照し、さらに別の実施形態を以下に詳細に記載する。図８は
改良した別の顧客サポートシステム１００を示す。
【００６８】
　図８に示すように、工作機械Ａ、Ｂ，，，Ｎを顧客側に導入することができる。機械Ａ
、Ｂ，，，Ｎのそれぞれは、それらを制御するＡＭＮＣ１１２、１１４、１１６を備える
。
【００６９】
　さらに、ＡＭＮＣ１１２、１１４、１１６は共にネットワークで繋がれている。より詳
細には、各ＡＭＮＣ１１２、１１４、１１６は仮想工場管理システム（ＶＦＭＳ）１０２
と部品情報管理部１０４に接続される。従って、部品情報管理部１０４からＡＭＮＣ１１
２、１１４、１１６それぞれに作業情報が送信される。部品情報管理部１０４から仮想工



(12) JP 2008-512732 A 2008.4.24

10

20

30

40

50

場管理システム１０２へと基準コスト情報が送信される。ＡＭＮＣ１１２、１１４、１１
６それぞれから仮想工場管理システム１０２へは、実績、操作時間、実績枚数、及びヒッ
ト数が送信される。
【００７０】
　工場の状態を診断するコールセンター１１０は、仮想工場管理システム１０２に接続す
る。仮想工場管理システム１０２からコールセンター１１０へは、仮想工場管理システム
１０２で作成した基準/実績が伝達される。コールセンター１１０は、仮想工場管理シス
テム１０２からの基準/実績を診断、検討、及び分析する。コールセンター１１０から仮
想工場管理システム１０２へは、診断、検討、及び分析が送信される。
【００７１】
　組図立体（三次元）姿図作成部１０６は、部品情報管理部１０４に接続し、ＣＡＭコン
ポーネント１０８は組図立体姿図作成部１０６に接続する。かかる接続において、基準コ
スト、自動加工検討、及び加工基準が組図立体姿図作成部１０６に送信される。組図立体
姿図作成部１０６で作成した部品情報データは、部品情報管理部１０４に送信される。
【００７２】
　図９は板金製造工程モデルを示す。板金の製造は、薄板素材を加工する多くの種々の工
程を含み得る。部品の特徴又は部品の目的に応じて、製造工程又は製造順序を変更できる
。
【００７３】
　図９で示すブロック図に代わり、図１０はある特定の板金部品の板金製造工程を示す。
この図において「従来パターン」とは、従来機種による製造工程を意味している。従来パ
ターンではいくつかの工程が独立して行われる。一方他の工程パターン、即ち「提案パタ
ーン」は、従来パターンと同じ部品を製造する提案機種による別の製造工程を示している
。この提案パターンでは、図面に示すように数種の工程が統合されている。この実施形態
では、抜き工程、バリ取り工程、成型工程、及びタップ工程を複合加工作業として統合し
ている。
【００７４】
　板金部品の板金製造工程は、作業員及び機械による複数の作業を経て進行する。完全自
動化製造工程、半自動化製造工程、又は人手による製造工程等に分類することができる。
板金部品製造の工程モデルは、図１１に示すブロック図のように定義される。
【００７５】
　図１１に示すブロック図に代わり、図１２は多くの作業に分割された曲げ工程を示して
いる。 図１２示す曲げＣＡＭは、図１１に示す作業１に対応する。図１２に示す金型段
取りは、図１１の作業２に対応する。さらに板金部品の製造の工程モデルは、図１２に示
すように以下の作業、即ち機械段取り、試し曲げ、実加工、加工検査を含む。
【００７６】
　図１２に示す板金部品の製造の工程モデルでは、基準及び実績に対する情報は作業１か
ら作業Ｎのそれぞれによって、実際には、図１２に示す曲げＣＡＭ、金型段取り、機械段
取り、試し曲げ、実加工、加工検査によって、算出及び収集される。上述のように、曲げ
工程としての１つの工程を、図１２に示す多くの作業にさらに具体的に分割するため、正
確な診断、検討、及び分析が顧客に提供される。
【００７７】
　ここで図１３Ａ及び図１３Ｂを参照する。作業基準の作成・処理（ステップＳ４０）に
ついて以下に記載する。図１３Ａ及び図１３Ｂは、曲げ工程における各部品の基準時間の
生成の一例を示す。図１３Ａに示すステップＳ４６では、作業基準時間１２８に対する自
動算出モジュールは以下の手順、即ちパラメータの取得、曲げ情報の取得、図形情報の解
析、データチェック、及び加工時間予測といった手順を踏んで進行する。パラメータを取
得する手順には、マテハン時間、突き当て指示時間、機械パラメータ値が含まれる。曲げ
情報を取得する手順には、部品情報、曲げ順、曲げ工程データ、金型段取り情報が含まれ
る。図形情報を解析する手順には、穴・成形データ、曲げ種別データが含まれる。データ
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チェックの手順には、全工程曲げデータ、金型段取りデータが含まれる。加工時間予測手
順には、突き当て指示時間の算出、マテハン時間の算出、テーブル動作時間の算出、及び
バックゲージ動作時間の算出が含まれる。
【００７８】
　作業基準時間自動算出モジュール１２８は、各部品の基準加工時間を自動的に算出する
。図１３Ａは曲げ工程の基準加工時間の一例を示す。
【００７９】
　まず、加工意図の属性（加工意図属性）を有する対象部品（例えば部品番号Ｐ０１－０
５１６）が部品情報管理部１０４の部品データベース（部品ＤＢ）に登録されたことを作
業基準時間自動算出モジュール１２８が認識すると、対象部品が部品ＤＢからモジュール
１２８に自動送信される（Ｓ４２）。別法では、作業者が部品ＤＢにおいて手動で対象部
品を検索し、モジュール１２８に送信する。
【００８０】
　図１３Ａで示す次のステップＳ４４では、以下の手順が行われる。ステップＳ４４にお
ける特定の手順、即ち機械決定、曲げ順決定・工程生成、使用金型決定、金型レイアウト
決定、干渉チェック、加工プログラム生成を、図１３Ｂに示す。さらに、対象部品Ｐ０１
－０５１６の具体的な工程生成結果を図１３Ｂの右側の表に示す。
【００８１】
　次に、曲げ工程における各作業基準時間がモジュール１２８によって自動算出される。
【００８２】
　作業基準時間の算出手順ではまず、軸速度、スローダウン速度、及び加圧時間等の機械
パラメータ、マテハン用のパラメータ、突き当て指示タイムパラメータ、段取りパラメー
タを、部品情報管理コンポーネント１０４のパラメータＤＢが取得する。第二に、生成さ
れた曲げ順情報、曲げ種別情報等、曲げ加工に必要な情報をチェックする。次いで、各作
業基準時間、詳細には加工時間、試し曲げ時間、金型段取り時間、機械段取り時間、ＣＡ
Ｍ時間を算出する。
【００８３】
　図１３Ａで示すように、各作業に対して算出された時間は、３５秒、４０６秒、１５０
秒、１７７秒、及び１２８秒である。各作業に対して算出された上記時間はそれぞれ個別
に、部品情報管理部１０４の基準ＤＢに登録される。
【００８４】
　図１４は、対象部品Ｐ０１－０５１６の曲げ工程に対する実績時間の生成及び収集の一
例を示す。各製造工程における作業実績の収集処理（Ｓ５０）は、ＡＭＮＣ１１２、１１
４、１１６の各々に設けた作業実績時間収集モジュールによって自動的に行われる。
【００８５】
　標準タイプの曲げ機では、曲げ工程は機械自体の動作に加えて多くの人の操作によって
実施される。この場合でも、ＡＭＮＣ１１２、１１４、１１６は曲げ工程における多くの
人による操作の全てを認知し、機械Ａ、Ｂ，，，Ｎの各々において実施される各作業の実
績作業時間を収集することができる。
【００８６】
　作業者による操作によって実行される曲げ工程は、図２６に示す多くのステップに分類
される。作業者による操作によって実行される曲げ工程は、Ｓ９１からＳ９６までの各稼
動機能モードに分けられる。各曲げ工程Ｓ９１からＳ９６は、自動的にデジタルデータに
変換され、仮想工場管理システム１０２及び部品情報管理部１０４に入力される。
【００８７】
　ＡＭＮＣ１１２、１１４、１１６は部品情報管理部１０４とネットワークで繋がってお
り、製造される部品の一覧が表示できるようになっている。ＡＭＮＣは、部品一覧より特
定した部品を呼び出すことができる。ＡＭＮＣはバーコード又はＩＣタグにより部品を特
定して呼び出すこともできる（Ｓ５２）。
【００８８】
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　呼び出された部品情報には基準作成時に自動的に生成された曲げプログラムが含まれる
ため、ＡＭＮＣのＣＡＭ機能モードにおいて曲げ順及び突き当て位置等の確認チェックを
行うことができる（Ｓ５４）。上記プログラム以外のプログラムを別法によって直接生成
することもできる。
【００８９】
　金型段取り工程（Ｓ５６）では、ＡＭＮＣの金型段取り機能モードにおいて使用金型と
金型レイアウトをチェックし、実際はツールナビシステムにより指示通りに金型を機械に
セットする。試し曲げ加工は、曲げ加工（補正）機能モードにおいて精度を確認しながら
行われる（Ｓ５８）。曲げ加工機能モードでは、安定連続曲げ加工を行う（Ｓ６０）。
【００９０】
　確認機能モードにおいて製品の精度確認を行う（Ｓ６４）。次いで上記情報を仮想工場
管理システム１０２の実績データベース（実績ＤＢ）に登録する（Ｓ６６）。これで対象
部品Ｐ０１－０５１６の曲げ工程に対する実績時間の作成収集が終了する。
【００９１】
　図１５は、対象部品Ｐ０１－０５１６の曲げ工程に対して自動算出された基準作業時間
ｖｓ実績作業時間の比較の一例を示す。表中の＠マークは対象部品１個当りの作業時間を
意味している。図面中、（　）内の数字は、部品３個の場合の時間である。基準１は、従
来機械で製造した場合として算出された作業時間を表し、基準２は、提案機械で製造した
場合として算出された作業時間を表す。
【００９２】
　図１５で示す表の下から２番目の行の「基準１ｖｓ実績」は、「（基準１）－（実績）
」で算出したものであり、作業改善を作業時間短縮で表している。一方、図１５に示す表
の最終行における「基準２ｖｓ実績」は、「（基準２）－（実績）」で算出したものであ
り、目標（基準）に対する達成の度合いを表している。
【００９３】
　図１６及び図１７はそれぞれ、「従来基準ｖｓ実績」の比較及び「提案基準ｖｓ実績」
の比較の表示例を示している。
【００９４】
　図１８は特定の工程に対する特定のコストを示す表である。板金部品の各製造ステップ
における製造コストは、以下の式によって算出される。
【００９５】
製造コスト＝（機械の作業時間）×（機械チャージ）＋（作業者の作業時間）×（作業者
チャージ）
　図１９は、作業時間とコストを算出する工程のコスト算出のブロック図を示す。
【００９６】
　図２０は、対象部品Ｐ０１－０５１６の曲げ加工に対して自動算出した基準コストｖｓ
実績コストの比較の一例を示す。表中の＠マークは対象部品１個当りのコストを意味して
いる。（　）内の数字は、部品３個の場合のコストである。基準１は、従来機械で製造し
た場合として算出されたコストを表し、基準２は、提案機械で製造した場合として算出さ
れたコストを表す。
【００９７】
　図２０で示す表の下から２番目の行の「基準１ｖｓ実績」は、「（基準１）－（実績）
」で算出したものであり、作業改善を作業時間短縮で表している。一方、図２０に示す表
の最終行における「基準２ｖｓ実績」は、「（基準２）－（実績）」で算出したものであ
り、目標（基準）に対する達成の度合いを表している。
【００９８】
　図２１及び図２２はそれぞれ、「従来基準ｖｓ実績」の比較及び「提案基準ｖｓ実績」
の比較の表示例を示している。
【００９９】
　図２３は、各作業工程と各部品に関して自動作成された基準時間とコストをグラフで示
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している。
【０１００】
　図２４は、各作業工程と各部品に関して自動作成された実績時間とコストをグラフで示
している。特定の部品の作業実績コストは、図２４に表示された各工程の各コストを加算
することにより算出される。従って、図２５で示す従来コスト（６４３円）と実績コスト
（３３２円）を比較することにより、増加利益が得られる。この場合、増加利益は比較に
よる（３１１円）。
【０１０１】
　図８から図２５に関する上記記載は、本発明による顧客サポートシステム１００の他の
実施形態の構成及び操作である。顧客サポートシステム１００の手順、例えば板金部品の
対象部品Ｐ０１－０５１６の特に抜き工程、バリ取り工程、成型工程、タップ工程、及び
他の工程以外の曲げ工程について、以下に記載する。
【０１０２】
　まず、ＡＭＮＣ１１２のディスプレイ上で対象部品Ｐ０１－０５１６を作業者が選択す
ると、図１３Ａ及び図１３Ｂに示す作業基準作成処理Ｓ４０が自動ＣＡＭコンポーネント
１０８、組図立体姿図作成部１０６、及び部品情報管理部１０４によって行われる。その
後、図１３Ａ及び図１３Ｂに示す部品情報管理部１０４の基準データベース（基準ＤＢ）
に対象部品Ｐ０１－０５１６の作業基準が格納され、仮想工場管理システム１０２に送ら
れ、仮想工場管理システム１０２の基準データベース（基準ＤＢ）に格納される。作業基
準は図８に示すように仮想工場管理システム１０２を介してコールセンター１１０に送信
され、コールセンター１１０に格納される。詳細な工程は、図１３Ａ及び図１３Ｂで示す
と共に、上述の通りである。
【０１０３】
　次に、自動ＣＡＭコンポーネント１０８、組図立体姿図作成部１０６、及び部品情報管
理部１０４によって、図１４で示す作業実績収集処理Ｓ５０が行われる。その後、対象部
品Ｐ０１－０５１６の作業実績は図１４に示す実績データベース（実績ＤＢ）に格納され
、図８で示すように仮想工場管理システム１０２を介してコールセンター１１０に送られ
て、コールセンター１１０に格納される。詳細な工程は図１４で示すと共に、上述の記載
通りである。
【０１０４】
　次いで、作業基準１（従来）、作業基準２（提案）、作業実績、作業基準１ｖｓ作業実
績、及び作業基準２ｖｓ作業実績が、仮想工場管理システム１０２に設けられたディスプ
レイ（例えばＣＲＴ）において、図１５で示すように表で表示される。ここで、作業基準
１（従来）は、工場に設置されている従来機械（例えばＲＧ８０（工作機械名））の稼動
によって得られたものである。一方作業基準２（提案）及び作業実績は、工場の別の場所
に設置された又は提案若しくは提示として購入を推奨された新規機械の稼動によって得ら
れたものである。
【０１０５】
　作業者が仮想工場管理システム１０２のディスプレイをクリック又は操作すると、図１
５に示す表が図１６及び図１７に示すグラフに変更される。そこで、作業実績を基準１（
従来）と比較することによって、作業実績では時間が短縮されていることを作業者は容易
に理解することができる。
【０１０６】
　さらに、作業者がコストの比較を把握したい場合には、システム１００は上記計算式に
よって、及び図１８に示す表及びフローを用いることによって、対象部品Ｐ０１－０５１
６のコストを算出する。
【０１０７】
　次いで、作業基準コスト１（従来）、作業基準２コスト（提案）、作業実績コスト、作
業基準コスト１ｖｓ作業実績コスト、及び作業基準コスト２ｖｓ作業実績コストが、仮想
工場管理システム１０２に設けられたディスプレイ（例えばＣＲＴ）において、図２０で



(16) JP 2008-512732 A 2008.4.24

10

20

30

40

50

示すように表で表示される。
【０１０８】
　作業者が仮想工場管理システム１０２のディスプレイをクリック又は操作すると、図２
０に示す表が図２１及び図２２に示すグラフに変更される。従って、作業実績コスト（９
６２円／＠）を基準コスト１（従来）（１，６１６円／＠）と比較することにより、作業
実績コストではコストが削減されていることを作業者は容易に理解することができる。
【０１０９】
　さらに作業者が仮想工場管理システム１０２のディスプレイをクリック又は操作すると
、図２３に示す表が仮想工場管理システム１０２に表示される。例えば、部品類（正面カ
バー、ステー金具、ベース金具、取り付け板、及びインサート金具）のうち側面カバーの
従来の抜きコストは９９円（抜き工程の機械コスト）と２８０円（作業者コスト）を足し
た３７９円である。側面カバーの従来の曲げコストは、９６円（曲げ機械コスト）と１６
８円（作業者コスト）を足した２６４円である。従って、側面カバーの全コストは６４３
円（３７９円＋２６４円）となる。
【０１１０】
　一方、図２４で示すように、側面コストの実績抜きコストは、６０円（抜き機械コスト
）と１４０円（作業者コスト）を足した２００円である。側面カバーの実績曲げコストは
４８円（曲げ機械コスト）と８４円（作業者コスト）を足した１３２円である。従って、
側面カバーの全実績コストは３３２円（２００円＋１３２円）である。
【０１１１】
　側面カバーを対象部品として、工場に既に導入・使用されている従来機械であるＲＧ８
０（工作機械名）ではなく、ＨＤＳ８０２５という新規機械で製造すると、図２５で示す
ように３１１円（６４３円－３３２円）の増加利益を得ることができることを、作業者は
理解できよう。
【０１１２】
　上記のように、本発明は、工場が増加利益を得るために使用される機械を変更する方法
を容易に把握できる顧客サポート方法及び顧客サポートシステム１００を提供する。
【０１１３】
　いくつかの実施形態を例示して本発明を説明したが、ここで使用した用語は本発明を限
定するものではなく、記載及び説明上のものであることを理解されたい。本発明の態様に
おいては、本発明の範囲及び主旨を逸脱することなく、本明細書で述べたように、または
変更したように、添付の特許請求の範囲内で変更が可能である。特定の手段、材料、及び
実施形態に関して本発明を説明したが、本発明はここに示した特定のものに限定されるの
ではなく、添付の特許請求の範囲内の機能的に同等の構造、方法、使用全てに及ぶもので
ある。
【０１１４】
　本発明の種々の実施形態によれば、本明細書中に記載した方法は、コンピュータプロセ
ッサ上で動作するソフトウェアプログラムとして動作するものを意図している。アプリケ
ーション特有の集積回路、プログラム可能なロジックアレイ、及びその他ハードウェアデ
バイスをはじめとする（ただしこれらに限定されない）専用ハードウェアの実装も、ここ
に記載した方法を実行するように、同様に構成することができる。さらに、分散処理若し
くはコンポーネント／オブジェクト分散処理、並列処理、又は仮想マシン処理をはじめと
する（ただしこれらに限定されない）代替的なソフトウェアの実装も、ここに記載した方
法を実行するように構成することができる。
【０１１５】
　明細書中に記載した本発明のソフトウェア実装は、ディスク若しくはテープ等の磁気媒
体、ディスク等の光磁気若しくは光媒体、又はメモリカード若しくは１つ以上の読取り専
用（不揮発性）メモリ、ランダムアクセスメモリ、若しくは他のリライタブル（揮発性）
メモリを含む他のパッケージ等のソリッドステートメディアのような有形の記憶媒体に任
意に格納される。電子メールに添付されるデジタルファイル又はその他の自立型情報のア
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発明は、本明細書中に記載したもの、及び本明細書中のソフトウェア実装を格納する技術
的に認められる同等物及びそれらに代わる媒体を含む有形の記憶媒体又は配布媒体を含む
ものとする。
【０１１６】
　本願明細書は、米国特許出願番号第１０／９３６，４９８号（２００４年９月９日出願
）の全内容を参照し、その記載を含むものとする。
【図面の簡単な説明】
【０１１７】
【図１】本発明の一態様によるサポートシステムの一例を示す図である。
【図２】本発明の一態様による顧客サポート工程の全体を示す図である。
【図３】本発明の一態様による機械稼動履歴の一例を示す図である。
【図４】本発明の一態様による機械稼動情報を収集する工程を示す図である。
【図５】本発明の一態様による収集された機械稼動情報の一例を示す図である。
【図６Ａ】本発明の一態様による機械分析の一例を示す図である。
【図６Ｂ】本発明の一態様による機械分析の一例を示す図である。
【図６Ｃ】本発明の一態様による機械分析の一例を示す図である。
【図７Ａ】本発明の一態様による製品分析の一例を示す図である。
【図７Ｂ】本発明の一態様による製品分析の一例を示す図である。
【図７Ｃ】本発明の一態様による製品分析の一例を示す図である。
【図８】本発明の別の態様による別の例のサポートシステムを示す図である。
【図９】一製造方法の工程モデルを示す図である。
【図１０】一製造方法の様々な工程を示す図である。
【図１１】一製造方法の工程を示す図である。
【図１２】一製造方法の様々な工程を示す図である。
【図１３Ａ】作業基準作成及び処理のブロック図及びフローを示す図である。
【図１３Ｂ】作業基準作成及び処理のブロック図及びフローを示す図である。
【図１４】作業実績の収集及び処理のブロック図とフローを示す図である。
【図１５】作業時間の表を示す図である。
【図１６】作業時間のグラフを示す図である。
【図１７】作業時間のグラフを示す図である。
【図１８】作業時間の表を示す図である。
【図１９】作業時間の計算モジュールを示す図である。
【図２０】作業コストの表を示す図である。
【図２１】作業コストのグラフを示す図である。
【図２２】作業コストのグラフを示す図である。
【図２３】様々な作業工程におけるコストの表を示す図である。
【図２４】様々な作業工程におけるコストの表を示す図である。
【図２５】コストのグラフを示す図である。
【図２６】手動による製造順の工程を示す図である。
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